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2000年以上と言われるラオスの蚕糸・製

織の歴史を裏付けるように国内各地でクワ

の木に出会う機会は多いものの、蓑蚕は長

く続いたインドシナの戦乱や経済混乱など

が原因して衰退著しく 、母から娘へと引き

継がれてきた製織の模様や織りの技術とい

った伝統文化・技術の存続か危機にひんし

ている。

そんな‘9なか、ヴァンヒエンで村の女・性た

ちとと双伝栽桑から蓑蚕 ・製織の復活に取··~ • 
場がある。・＇ここ
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--Kenya Nut Co. Ltd. 
佐藤芳之 (ManagingDirector) 
塩田正広 (DeputyManaging Director) 

ケニアのマカダミア・ナッツ開発に取り組んで

歯触りのよさ、 芳醇でノー ブルなフ レ＿バーか らナッ

ツの王様と呼ばれるマカダミア・ナッツの生産流通を主

な業務とするKenyaNut Co. Ltd.（ケニア・ナッツ社）は、
世界のナッツ業界で高い知名度をもつが、1974年の創設

当初は、無名の現地企業だった。

ここ まで成長 した経緯を振り返ると 、日本企業か らの

資金 ・技術面での支援、さらにはJICA（国際協力事業団）

の栽培農家に対する技術普及支援などが大き な役割を果

たしている。事業展開後、四半世紀の今日 、加工施設と

しては世界の 5指に入り 、従業員1,700人、年間の取扱い

は1,200トンである。業容は、マカダミア・ナッツを中心

にコーヒー、紅茶、カシュー・ナッツまでカバ＿してい

る。スイスのパン業界と協調しながら、 売上の一部をケ

ニアの貧困層に向けたクリニ ックを開設・運営する運動

も始めている。

事業の推進者である佐藤芳之社長、塩田正広副社長に

足跡を伺った。

◇ それは集買で始ま った

マカダミア (Macadamia)は、オース トラ

リア ・クウィーンズラン ド州原産のヤマモガ

シ科の常緑樹で、1850年代に発見された。命

名は食用ナ ッツと しての価値に初めて着目 し

たJohnMacadam博士の名にちなむ。ハワイヘ

の祁入は1880年代だが、商業的に利用 される

のは1920年代。ハワイの特産品として栽培が

広ま ったのはそれ以降になる。原産国オース

トラリアでの商業化はハワイの事業が範にな

っている。

ケニアヘはイギリス人企業家のボブス ・ハ

リス (BobsHarries)がカリ フォルニアから

1954年に導入した。ハワイでマカダミア ・ナ

ッツの生産が緒についたばかりのこの時期に、

アメリカ人がカ リフォルニアに導人して生産

した苗を遠くアフ リカ の地に連ぶ作業が、容

易でなかったことは十分に想像がつく 。

ハリスにと っては、もともと 、ナッツの生

産事業を製す考えはなかったら しいが、農業

分野で一旗上げるのをケニアに入ってからの

-1-



夢にしていたようだ。苗の販売を専業にし、

大規模な苗畑を造成し、 60年代には80万本の

苗を販売したという 。当時ケニアには、料理

用のショートニングに「キンボ」と呼ばれる

商品があった。マカダミア・ナッツに良質の

湘分が含まれることから、販売用の苗は 「キ

ンボ ・ナッツ」という名が付けられた。苗の

購入先である小規模コーヒー栽培農民にわた

る当時の価格が苗1本約3US＄だったというか

ら、苗販売で相当の利益をあげたものと推察

される。彼はパイナップル苗も同時に導入し

ている。

63年にイギリスの植民地統治から独立 した

ケニアは、コーヒーや茶に代表されるプラン

テーションでの農産物を生産 ・輸出の産業機

軸にしていたが、 一方ではこれら伝統作物の

モノカルチャーからの脱却を企図し、新しい

輸出作物を模索していた。こうした背娯にも

支えられ、亜熱帯気候に適するマカダミアが、

ケニア山の山麓やナイロビ周辺など、冷涼な

気候下に植えられた。マカダミアとコーヒー

は収穫時期がずれ、労働面での競合が少ない

といった要因も加担して、マカダミア栽培は

拡大した。

コーヒーや茶の生産地帯で多く植えられて

いたが、何年経過しても結実しなかったり、

生産性の低い木が多くみられ、これらは切り

倒された。苗代が高ければ農民は、わずかの

生産物でも有利に売りたくなる。会社の創設

は、こうした農民からナ ッツを買い集め、加

エ ・販売する計画を前提に した。

70年代のケニアには農協の先駆的な組織

（各地にCooperativeSociety、全国的には

Kenya Planters Cooperative Union)が結成さ

れていた。政府は小規模農民が栽培するコー

ヒーなどの農産物をまとめて加工 ・販売する

仕組みや組織づくりを奨励していた関係で、

1,000人程度の農民グループが、 半径 3km程度

の範囲内で作物生産を行い、中心地に加工施

設を配置していた。コーヒー栽培農民は、収

穫果実の果肉をとり、発酵槽で水洗し、パー

チメント・コーヒーとして出荷する。流通は、

全国に500前後ある農協などの加工施設で殻採

り （グリーン豆となる）、グレーデイングされ

た後、政府系のコーヒー・ボードで競売に付

すという方法がとられていた。

生産者への生産費金融も不十分ながら政府

機関が手当てしていた。生産物の収入は、金

利・元本支払いとともに、殻取り加工やボー

ドの手数料が差し引かれた後のもので、代金

の受け取りは半年先まで待たなければならな

ぃ。手取り額は手数料などで半減してし まう

のがおおかたの状況であった。

したがって、農民の多くはコーヒー出荷の

おりに、マカダミア・ナ ッツを売りたがる。

これがケニア ・ナッツ社創設の切っ掛けとな

った。日本人スタッフ自らが、生産地域を巡

回し、焦買するようになるまでにはいくつか

の段階を経る。当初はどこにどれだけのマカ

ダミアが植わっているかの把握から始めなけ

ればならなかった。

会社登記は社長自らが行った。後にケニア

農業省幹部スタッフが退職して参画し、日本

の菜子メーカーの技術者も加わって、日本人3

名、ケニア人5名で事業の出発点に立つ。会社

創設当時は、マカダミアだけでは事業規模が

小さすぎるので、農業生産事業を種々模索し、

マッシュルームを取り上げ、生産できるよう

になった。ただ、現地での市場性がないため、

日本に販路を求め缶詰製品を試作したりした

ものの、煮沸加工の段階で色が黒変し、失敗

に終わった。

◇ 蹟いたナッツのクラ ック

会社創設の翌年、ハワイで使用されていた
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ナッツ を割る機械を参考に日本で製作したも

のをケニアに輸入し、ナイロビの北方50kmほ

どのところに所在するテイカ (Thika) に工場

を建設した。完成した工場が小屋のようであ

ったため、視察に訪れた農業大臣はこれから

［場を建設するものと勘違いされたのであろ

う、その種の激励の言薬を賜わり 、恐縮した。

マカダミア ・ナッツ は、温帯果樹の胡桃の

既存のクラ ック 機械はローターに歯が付いた

構造のものが多い。これらは、殻のなかの油

分が多いカーネル自体の特徴から、砕けたと

ころから染み出て袖分を変質させ、著しく品

質を下げる欠点があるため、発想の異なる構

造にした。現在は、技術開発の紫梢が功を奏

し、ホール率65~70％と先進生産地を上回る

結果を出している。

ように外皮が硬く、うまくクラ ックできない。 ＜〉 直営栽培にも取り組む
}]でクラ ックするとなかのカーネル （核）も

割れてしまう。カーネルが完全のもの (whole、

ホール）は高い商品価値をもつが、ナ ッツが

割れれば半減する。

クラックする機械のホール生産率は、先進

地のハワイやオーストラリアで使われるもの

でも 、50％程度に留まり 、完全なものは開発

されていない。中国でも最近になり、オース

トラリアから殻付のナ ッツ を輸入し、カーネ

ルを1JIltしている。手割に近い初歩的な手法

でクラックしているところもあるが、それで

もホール率は80％程炭。いかにホールの価値

が高いかが伺われる。

会社創設の草創期は、殷民栽培によるナッ

ツの買 1こげが主業務であったが、大半がクラ

ックの難さから砕けたものとなり、事業にな

らなかった。殻の薄い品種はすぐにも砕け、

厚いものは割れにくいが、力が加わると砕け

てしまう 。ケニアの人件喪が安いといっても、

手割では自ずと経済性が低い。先進生産地で

は、独自で効率のよいクラック機械を考案し

ている。購入機械を独自に調整しているとこ

ろがあるのは、これら機械が企業ノウハウで、

おいそれと見せてもらえないところにも起因

する。

ケニア ・ナ ッツ社でも 、ホール率を上げる

ことの願いは同じで、独自の機械を開発 した

が、それまでには試行錯誤がついてまわった。

当初の種子祁入は、カリフォルニア産優良

品種で、ヨーロ ッパ人の大農場で栽培された。

闊冷地でも生育のよい「テトラフィラ系」が

多かった。成長したマカダミアから生産 した

接木苗は、本数が少なく高価格で販売された

ため、 一般股家には普及しなかった。後には

種子から実生州が生産され、一般農民に販売

されたが、「テトラフィラ系」、「インテグリフ

オリア系」の両方の形態を備えた 「交雑系」

が発現したが、結実期に至っ ても思うような

結実をせず、切り倒されるのも珍しくなかっ

た。ハワイから導入された種子から得た実生

苗も同様で、ハワイにみる高収絨 ・高品’質の

ナッツは結実しなかった。

マカダミアが成木になるまでには15年程度

の歳月を必要とする。種からの苗生産に 1~ 
2年 （実生苗）、実生苗に優良穂木を接いだ苗

育成に 2年、苗を移植して結実開始するまで

に5~7年を要すからである。

事業の観点から見ると、大半を実生苗に依

存する農民が生産するマカダミア ・ナッツで

はこれらをいかに効率よく巣め、丁寧に加工

しても’質 ・址ともに限度がある。75年の染荷

屈はカーネル換算で10トンにとどま った。

これらの状況を踏まえ、 事業の拡大には直

営栽培が欠かせないと判断、 その準備として、

76年後半から、ケニアで栽培されている実生
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樹の中から優良な子実を多く 生産する木を母

樹 （「インテグリフォリア系」と「テトラフィ

ラ系」、「インテグリフォリア系」の両方の形

態を備えた 「交雑系」） として選定し、接木に

よる増殖を始めた。

テトラフィラ系は、ラグビーボールに近い

形で、殻が厚い。糖分含最が高いため、カー

ネルをローストすると品質を悪化させ、低い

歩留まりになる。インテグリフ ォリア系は、

球状で殻が薄い。交雑系は両方の形態を持ち、

品質はやや落ちるが耐寒性が高いので、ケニ

アではコーヒーや茶の産地にも適する。また、

高木性のマカダミアはそれら樹間への庇陰樹

としての将入が可能である。

これら要因の比較優位に立っ て、交雑系を

今後の開発対象とし、クラ ック機械の改良も

それを念頭に取り組んだ。栽培の対象地は、

生育適性から標高1,800m~2,000mの高地とな

った。

幸い77年からJICAの技術協力事業としてケ

ニア農業省をカウンターパートに、マカダミ

ア・ナ ッツの育種と栽培普及を目的とするプ

ロジェ クトが始ま った。当社としては願って

もない事業の発足である。日本人専門家から

の参考情報も時に受けられた。JICAとしても

マカダミアに関する技術協力事業は初の試み

という状況から、 当社が持つケニアでの栽

培・流通情報を提供した。JICA事業の関係か

ら生まれた技術アドバイスは、 当社の事業展

開に大きな力を貸してくれた。この場を借り

てJICAおよび専門家の方のご助力に改めて感

謝申し上げたい。

巣買で馴染みとなった篤農家は、空を見上

げるだけで雨が降るか否かを予測でき、その

農民が良い苗木を欲しがり始めた。「この木を

植えよう」と希望するようになるには、これ

ら農民自身も栽培上のノウハウを相当量もっ

ていると判断し、 直営栽培事業とともに苗の

生産 ・配布を始めた時点で、 事業が順調に進

展することを疑わなかった。

◇ 躍進のステップ

直営栽培は、適地性を種々検討し、 当初に

工場を設置したテイカの周辺で始めた。ケニ

アの高原地帯では、時に突風が吹き、マカダ

ミアは根周りが浅いため倒木するものが多い

ので、 事業地は道路からのアクセスだけでな

く風当りも考慇して選定した。

直営栽培は徐々に規模を拡大し、現在はテ

イカの 3ヵ所を併せ2,000エーカーほどに達し

た。このうちの1.000エーカーではアラビカ・

コーヒーの栽培を行っている。

ケニアに最初に導入された実生苗に比べ、

生産性が驚くほど高い結果が表れているのは、

育苗 ・植付から収穫までの計画管理ができる

直営栽培に依るところが大きい。殻付きナッ

ツからカーネルヘの歩留まり（重屈比）は、

農民栽培では15％に過ぎないのが、 直営栽培

だと30％に増える。現地スタ ッフが、農民に

優良苗の導入を 自信をも ってすすめられたの

は、両者の大きな隔たりを実感したからであ

ろう。

収屈と換金性については、 当時次のような

計算をした。1本の木から殻付きのナ ッツが

30kg収穫できるので、 lhaに200本植付ければ6

トンの収穫が見込める。殻付きのナ ッツが1kg

当たり0.2US＄としても （実際の集買単価はも

っと高い）、1haで1.000US＄を超える粗収益と

なるので、農民には有利な作物といえる。

マカダミアの寿命は100年を超えるとされる

が、現在ケニアでは、 60年代導入のものです

ら10％も残っていない。当社やJICAのJI協

カプロジェクトが頒布した苗と農民が独自で
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植えた実生苗が大半である。第二の栽培ブー

ムは、 当社が直営農園を創設し、JICAの協力

が軌道に釆りつつあった70年代後半から80年

代にかけて（はじめのブームはイギリス人が

苗を販売したとき ）起きた。これまでに当社

と取引のあったマカダミア栽培嬰民はおよそ

10万人を数える。全取扱いに占める直営生産

の割合は、現在30％強だが、将来は半分を直

営にする考えでいる。

マカダミア生産国の多くは企業方式の農園

管理を採っており、 当社の直営農場より大き

な企業農場も多い。オーストラリアは、 トラ

クターで牽引する収穫機械 （ナッツの実っ て

いる枝を揺する構造）を用いている。ケニア

の場合は収穫期の一部 (4~6月）が雨期にあ

たるため、機械化するとナ ッツにカビが発生

する率が高まる。この現象を避けるため、 当

社では品質保持の観点から、 自然落下 したナ

ッツを拾う方式にした。

日本の染子メーカーを最大の顧客とする 当

社は、 事業展開の初期から約10年間にわたり、

日本のメーカーから技術者を工場長として派

遣してもら ったが、この関係の中で現在の品

質管理を葬ぶ体質が築けたと受けとめている。

現在、 当社が出しているナッツ製品のうち、

国内で販売するものを除くと、カーネルを乾

燥したものがほとんどで、ロースト、塩入り

の類はない。20kg詰めのバルク缶で真空包装

した製品の？ 60％を日本、残りをヨーロ ッパ、

アメリカに出荷している。したがって、日本

市場に出回っているローストや塩入りは、オ

ーストラリア、またはハワイ 産で当社の製品

ではない。

◇ 先頭を走るケニア・ナッツ

東西冷戦が終結した90年代は、世界的な民

主化の風潮が高まり、モノの自由化が進む。

そうしたなか、ケニア・ナッツ社もマカダミ

ア・ナッツの集買 ・加工 ・流通を一手に担う

業容をとるのだが、海外の生産者は、 日本市

場で圧倒的なシェアをもつケニア・ナ ッツ社

を脅威としてとらえるようになる。

当社の製品を自ら採点するのはおこがまし

くなるので、ここでは日本の菓子業界が、品

質 ・衛生面で高いと評価してくれている点を

記述しておきたい。こうした評価が得られる

のは、前にもふれたように日本のメーカーが

長年にわたって技術指禅をしてきてくれた結

果による。ただ、企業競争と言う面では、日

本市場の隙間を窺うアプローチが多い。その

代表例にはハワイやオーストラリアがある。

両者とも末端製品に対する販売攻勢を続けて

いる。

ケニア国内でも、アメリカ系企業やインド

企業がマカダミア ・ナッツの流通・加工面に

参入し、“ケニア・ナッツ潰じ＇とみ られる動

きが出始めているが、これはケニア・ナ ッツ

社の特徴である農民相手の取引にも 一因があ

る。栽培などの生産技術の指導を農民に行う

が、指導 した農民のなかには時に、競合他業

者にナッツを売っ たりする。事前に販路を当

社に限定する契約をしても、違反行為への対

処策はない。結局のところ農民との信頼関係、

またはリスクとして処理する方法以外にない

だろう 。

こうした環境の中でケニア ・ナッツ社が直

営農園で目指したマカダミアの無農薬有機栽

培は確実な成果をあげている。98年、EU

Standardで認可されるイギリス有機認定機関

の認定証明書の発行はその一つである。マカ

ダミア ・ナッツの加工工場と 直営農園それぞ

れがオーガニック（有機）と認められたこと

から、これらから生産加工されたナ ッツはオ

ーガニック認定マカダミアとなる。マカダミ

ア・ナッツの加工工場が詔可されたのは世界

-5--



で初めてである。

このほか、マ ラウ イや南アフ リカ でも 、植

付時か ら生産指導を行なってきたが、よ うや

くそれらからの生産物の流通も始ま っている。

製品の製造では、ナ ッツ入りのチョ コレー

トのほか、初期から行なっているコーヒーの

加工（脱穀 ・焙煎）に加え、カシュー ・ナッ

ツの加工、紅茶のティーバックの製品化を進

めた。

取り組んではいるがまだ先の見えぬものの

一つにワイン生産がある。ケニアにワイン生

産が少ないことから、ナイロビの北 2時聞の

ナイバシャ湖の北側約200エーカーでブドウ栽

培を始めた。はじめはドイツの技術でワイン

用の品種を導入したが、うまくいかず、スイ

ス人技術者を入れ、なんとか生産があがると

ころまでこぎつけた。販売面はこれからの課

題である。

また、マカダミア・オイルに多く含まれる、

酸化安定性をもたらすオレイン酸（高級化粧

品の原料として重用される）や、高血圧症や

脳内の血惰障害に有効なはたらきをするとさ

れるパルミ トオレイン酸の将来性をかい、す

でにマカダミア ・オイルの化粧品メーカーへ

の輸出を始めている。

r--------------------------------―-----------------------―------------------------------------------------------------------------------------―-―̀ 

マカダミア・ナッツの特長

マカダミア・ナッツには良質の油脂が74~77%（当社の場合）含まれる。ケニア産マ

カダミア・ナッツのカーネルに含まれる脂肪酸組成は、オレイン酸55%、パルミトオレ

イン酸22％であり 、他国産のものと比べ、 パルミトオレイン酸の含有が多い （ハワイや

オーストラリア産のカーネルは18％前後）という特徴がある。

マカダミア・オイルは人皮脂に類似した脂肪酸組成をもち、人皮に極めてなじみやす

いことから 、20年以上も前から日本の高級化粧品の原料に使われており 、最近では、ア

ロマテラピーのキャリアオイルとしても脚光を浴びている。パルミトオレイン酸は、人

間の皮膚にも多く含まれるが、乳時期から青年期にかけて増加し、以降老齢化にしたが

い漸減する。脳内血管に入り込むことができる少ない脂肪酸の一つでもあり 、脳内血管

を活性化させ、脳卒中を予防するといわれる。

9' 、---/①こ U 17ク。

i i : : 

L ----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------_ ] 
： 
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糾織面では、ヨーロ ッパに支店を1}il設する
祁備をしているが、まずはドイツに工場をつ

くり、副社長白らが駐在する。消伐地に此任

者がいないと、マーケッティングに支節をき

たすとの考えに基づくもので、マラウイや南

アの'li業はドイツでコントロールする予定で
ある。 ヨーロ ッパに在）屯を持ち、販売する。

販路は地元業者との競合を少なくする観点か

ら、中間業者に的を絞る。

創業後、四半世紀 （27年）を過ぎた現在、

従業員は1.700人を超え、J煤場は4ヵ所 （J此場面

梢約5,200エーカ ー）に広がった。栽培などで

働く者は1.300人。工場の加工施設は、マカダ

ミア ・ナッツのほかチョコレー ト、コーヒー

（年間4万トン、パーチメント ・コーヒーを加

［）、カシュー ・ナッツ（年間500トン）、紅茶

のティーバック加工。工場で働く者は約400人

で、地方の集買拠点 (700ヵ所、現場事務所18

ヵ所）のある生産地域で働く者は100人を超え

る。流通する製品プランドは、すべてケニ

ア ・ナッツ社が登録した “Outof Africa"で統

している。

◇ 協力農民には応分の貢献を

ケニア ・ナッツ社は農民とともに歩んでき

たが、国レベルでの経済環橙は良いとはいえ

ない。ゴールド ・シィックスティーズと称さ

れ、アフ リカ発展の中心地であった時期もあ

ったが、 70年代以降は経済聞発のテンポが止

まっている。この経済停滞のなかで、人口だ

けは増え、70年に1,150万人だったものが99年

には2.950万人 (FAO ) を記録 した。— } 人当た

りのGNPは350US＄程度 (98年、 1仕銀）にとど
まっている。エイズ人口の急増、免疫性疾患

の増加といった状況も、過去のケニアを知る

者には座に耐えない。

市場開拓を日指しヨーロ ッパヘ頻繁に通う

ナイロビのケニア・ナッツ本社
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過程で、マカダミア・ナッツ入りのパンを普

及させ、ナッツやパンの売上の一部をケニア

の貧困層の病気治療に当てる構想を描くよう

になった。当社創設25年を過ぎたころから何

かケニアの国や社会に役に立てる仕事はない

かと考え続けていたことが背景にあっての も

のである。

こうした発想はスイスでの事業にも生かし

ている。マカダミア ・ナッツ入りのパンを普

及させる過程でのナッツ入りパン製品には、

パン製造の専門学校をはじめパン製造業界

（全国に2.000店舗ある）を対象に、エイズ ・結

核 ・粕尿病などの治療を行うための寄付価格

を上乗せし、それをクリニック開設・運営骰

用に充てている。

◇ 最後に

会社創設の事務手続きなどに1年以上もの時

間を骰やしたが、 当時、日本からの農業投査

は当社の他になく、それだけにいくつもの難

問を克服する必要があった。ナッツの集買は

既存のコーヒーの流通ルー トを使えばよい、

農民生産物の集買になぜ日本人が関与するの

か、といった農業省など認可当局の内部論議

も多かった。

当時の私たちのナッツに対する知識はほと

んど素人に近いものであったが、ナ ッツ は売

れ筋商品になる可能性が高いとは思っていた。

そうした直観というか勝負勘のようなものが

はたらき、会社創設の動機を強くした。

草創期、実績のない当社と輸入契約を結び、

立ち上げ査金も前貸しする形で便宜を図って

くれた日本のある菓子メーカーの支援もその

後の成否を左右するほど大きな力になった。

そのうえ、日本に出先をもたない当社のため

に、国内連絡事務所としての機能も担ってい

ただいた。初期の出荷物には蛾の卵が入って

おり、積荷を開けたら航海中に孵化 した蛾が

飛び出すという 事件にもクレームをつけられ

なかった。査金援助（初期には出資もあった

が）や、技術指導いただいた企業関係者も含

め、多くのご好意が当社を育ててくれたと受

け止めている。

農業は栽培規模がいかに小さくても、資金

が血液の役割を担っているので、ナッツの集

買相手である個々のI災民には、生産物を受け
取ってから 2週間以内に支払いを済ませる よ

うにしている。

流通 ・加工面だけに携わる考えで始めた事

業を途中で計両変更したのは、悔外市場で安

定的販路を確立するには直営栽培が必要と判

断したからである。いうまでもなく、農業を

外国人が行なうには、土地は政府から借り入

れる形になるので、採算のとれるものに発展

させればその度合に比例して現地側の反発を

かう恐れが出てくる。彼らの気持ちを理解し、

共存を図るとすれば、ある程度の地歩を固め

た現在、ケニアの農業開発はケニア人に任せ、

日本側は市場開発へ注力するのが望ましいよ

うに思える。

作っていくら、売っていくらの農業は、生

産の質 ・麓の安定が重要になるので、販路の

確保が一層大事になる。最近になってケニア

は花舟の生産 ・輸出国として世界でも存在が

認められるようになってきているが、ここに

は花升の業者が市場開発に色々な工夫を して

いる苦労がうかがえる。日本の食料自給確保

は古くて新しい問題ではあるが、これからの

股業の振興は結局のところ競争力を持たせる

ほかに手法がないようにみえる。当社の農業

事業をもって日本農業を語るつもりは毛頭な

いが、日本農業も腰の強い産業に転換できれ

ばと願っている。
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世界のマカダミアナッツ推定生産量 (2000年）

国 名 生産蜀（ トン）

オーストラリア 8,000 

アメリカ 5,400 

南アフリカ 1,800 

ケニア 1.000 

マラウイ 600 

コスタリカ 500 

グアテマラ 500 

ブラジル 150 

その他 100 

合 計 18,050 

資料提供： KenyaNut Co. Ltd. 

日本のマカダミアナ ッツ輸入量

単位：トン

オーストラリア ケニア アメリカ 南アフリカ マラウイ その他 合計

1996 646.54 448.96 174.08 30.05 1.299.63 

1997 824.29 513.36 137.71 19.01 34.56 1.528.93 

1998 510.59 440.02 97.12 9.43 1,057.16 

1999 820.56 504.70 66.11 14.67 27.20 1,433.24 

2000 968.60 498.64 106.08 121.98 39.59 1.734.89 

資料提供：同上
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商社マンが取り組んだ

南カリマンタン・ラウト島での森林開発(1:)

株式会社マルチサービス 会長

平井明男

地球の温暖化現象にはいくつもの要因があろう。なかでも森林の破壊、特に熱帯

林の減少が大きな影響をもたらしているとする指摘が多く、その観点から各方面で

種々の防止対策が論じられ、講じられる時代を迎えるようになった。本稿では、上

記要因とも関係が深いと考えられる事業の実施背景と経緯を回想するところからは

じめたい。

1960年代は優良材に対する需要がまだ旺盛であった日本に対し、インドネシア側

は生産原油の価格が安く、外貨不足からくる物資の輸入制限が足かせとなり、食糧

や資材が恒常的に不足する状況下にあった。この事業をそうした視点で位置づけれ

ば、両国の不足する物資を埋め合せる手段としての誕生だったといえる。

時代の要請に応じて生まれたインドネシアの木材を開発輸入する事業の企画は、当

時としては画期的な足跡を残したと筆者は思ったのだが、今日では遠い時代の出来

事のようになりつつあり、経緯・経過を知る人も僅かになってしまっている。そうし

たおり、本誌から日本の民間企業が戦後に取り組んだ農林業分野における一つの開

発輸入事業を資料的観点から記録しておきたい、そのために当初より参画し、現場

でも指揮をとった筆者に事業に至るまでの経緯、事業展開の推移などをまとめてほ

しいと要請された。

稿を進めるにあたり早速資料探しをした。ここで確認できたのは、時代が40年近く

遡る1964年の東京オリンピック前後の話なので、組織だっての関係資料が保存され

ていないだけでなく、らしきものもほとんど見当たらない実情であった。であれば

必然的に筆者の手元にある若干の資料と記憶、それに当時の関係者の断片的な記憶

に依存するしかない。枝葉部分で不正確な記述があるとしても、大筋で間違いがな

いよう慎重を期したが、疑問点や間違いがあればご叱正いただきたい。
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口開発事業に至る経緯

1964年の国産材の生産批は5.000万m刊こ達し、

国内の木材面給状況は最隆盛期にあった（国

産材のピークは1967年の5.200万mり。一方、東

南ア ジア地域の木材生産国からの輸入址は年

間800万吋弱で拮抗するフィ リピ ン、マレーシ

アが 1、 2位の座にあり 、 3位のインドネシ

アは人口、森林面栢ともに数址としては圧倒

していたものの、生産砒では上位 2ヵ同 とは

まだ大きくかけ離れた状況にあった。

当時、日本の木材輸入の総数砧は約1.900万

m'で、そのうちラワン類（大半がフィリピン

材で、マレー シア東部産ーサバがそれに次ぎ、

ほとんどが素材）の比率は40％強であったが、

南洋材術要はさらに増大の傾向がみられてい

た。この時期、策者が勤務していた三井物産

でも、社内に創設した南方開発委貝会が良材

生産基地の開発に向け、 具体的な候補地の選

定に腐心、イ ンドネシアに着目していた。こ

れはフィリピン、マレーシア両国の林区の伐

採権がすでに地元や外国の大手生産者に棠握

されている実惰を分析しての結果であった。

当時 （＊）、 インドネシアからの木材輸入の

仕入れは、大手製紙会社が主な株主である南

方林業株式会社（社長は栗林商会社長の故栗

林徳一元負族院議且）を通じて行っていた。

しかし、インドネシアの森林には樹木が戯富

に生育しているのに、機材や道路4i情の悪さ
から畜力か人力による搬出方法をと っていた

ため、優良材の生産を伸ばすことが困難であ

った。

インドネシア材がフィリピンやサバ産に比

べて屈的・質的な而で見劣りし、格下材として

取扱われていた七因は、 素材の大き さと鮮度

が限定されていたことにあったので、節者ら

には優良な資源があれば、それに見合う機材

を投入し、開発輸送の条件を整えれば良材確

保の道が開けるとの思いがあった。南方林業

から同社の取引先であるインドネ シア森林開

発公社とでも称するPERHUTANI（以下PHT

と略称）からカ リマンタンの森林を共同聞発

する提案があったのは1963年で、これが開発

事業の発端となる。前述した三井物産の開発

委員会は、す ぐにPHTが椎戦 してきた地域に

木材需給の推移
単位：千mJ

年
木材需給 住宅精工数

計 国産材 外材 （千戸）

1959（昭34) 51,124 45.438 5,686 381 

1960（昭35) 56,547 49,006 7,541 424 

1961（昭36) 61,565 50,816 10,749 536 

1962（昭37) 63,956 50,802 13,154 586 

1963（昭38) 67,761 51,119 16,642 689 

1964（昭39) 70,828 51,660 19,168 751 

1965（昭40) 70,530 50,375 20,155 843 

1966（昭41) 76,876 51,835 25,041 857 

1967（昭42) 85,947 52,741 33,206 991 

1968（昭43) 91,806 48,963 42,843 1,202 

出所：木材輸入協会：50年の歩み

※需給＝丸太換算、薪炭材は含まない。

南洋材丸太の産地別輸入量推移

皐位：干m’

年 フィリピ｀
マレーシア インドネシア

その他 合計
小計 サバ州 99ワク州 小It n•,,.ン9バ

1955（昭JO) 1,846 160 160 18 2,024 

1956（昭31) 2,357 273 273 21 2,651 

1957（昭32) 2,050 384 384 10 10 2,<43 

1958（昭33) 2 746 559 539 19 4 2 3、309

1959（昭34) 3,43 1 1,016 869 106 5 5 15 4.468 

1960（昭35) 3 475 1,145 1,025 100 17 15 44 4,682 

1961（昭36) 3,662 1,922 1,622 300 17 15 52 5,653 

1962（昭37) 4,371 2,021 1,754 267 13 10 55 6,461 

1963（昭38) 5,443 2,552 2,161 352 24 I I 107 8,125 

1964（昭39) 5,017 2,688 2 296 371 59 41 97 7,861 

1965(昭40) 5632 3,411 2,806 644 105 57 99 9 306 

1966（昭41) 6,758 4 991 3,614 1 277 213 95 153 12,116 

1967（昭42) 7 042 5,562 3,885 1.431 502 265 240 13、344

1968（昭43) 7,110 5,722 3,660 1 931 955 694 249 14,036 

1969（昭44) 7 915 6,153 4 077 1,911 2,723 2,294 371 17,163 

1970（昭45) 7 542 6,020 3,960 1,872 6,090 4931 584 20,237 

出所：日本南洋材協謙会資料

＊南方林業株式会社： 1953年に当時のEf製紙 ・故藤原銀次郎氏のアドバイスで、南洋地区の森林’lt1fi把

捉• |}fl 発をi·ー．たる目的として発足、その＾環として 1962年頃にソロモン諸島の森林 1開発に取り組み、 1963

年に第船が人港したが、その後の1t業継続が困難となり 、この話があった時点ではインドネシアからの
木材輸入を i：．事業にしていた。 発足‘片時の会長は故小林巡•郎元王子製紙副社長
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事業地位置図とインドネシア全図

森林の踏査チームを派造し、中カリマンタン

‘}|1サンピット周辺にアガティス、南カリマン

タンJ}|•I ラウ ト 島北部に白ラワンが大帖に存在

していることを確認した。

開発委且会は、この踏査結果を踏まえ、 翌

64年 12月に事業適性の検討方針に基き、総勢11

名編成の本格的な調査団（本部 5名、中カリ

地区3名、南カリ地区 3名）を現地に派造した。

PHTも加わった合同調査の期間はおよそ lヵ

月以上に及び、航空調査も併川した。踏査チ

ームに続くステ ップであった。

筆者が後の事業に深く関係するのは、この

ときの南カリマンタン・ラウト島の調査に続

き聞発計両担当を命ぜられたからだ。現地調

査に赴き先ず驚かされたのは森林地帯を形成

する 巨大な樹木を眼にしたときである。これ

らの樹木はミンダナオ島やサバ地区で見たの

とは比較にならぬほど太い。同一の樹種が多

いのも特徴的であった。粒揃いで立木蓄積も

ヘクタール当たり 150吋以上あり、太い樹木の

割合が多い場所では同300mを超えているよう

に思われた。紐者がこれだけ見事なラワン類

の林相に迅遇したのは後にも先にもここだけ

である。ただ、これらの優良木の生育地幣は

海抜500m以下の地点に限られ、林地の標闊も

生育要因の一つになっている。これを越える

と幹形が劣化するだけでなく品種も異なりを

みせた。

(1)事業地の選定

ヘクタール当たりの蓄積械が大きくなると

有利な点も多くなる。出材事業の面では道路

延長や出材用機材の合理化が図れる。また、

当事業地は幹線の建設を しても森林地帯とカ

リマンタン本島へ向かう海峡までの距離が直

線で僅か15km程度と短くて済む。これらは作

業面からみた優位性と併せ、事業展開での採

算性をより高める要因になると判断した。

林区が火田民の畑地対象地帯だったため、
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11J 11、調在で往復する歩道の傍らに、時々、

焼けたI[木の残骸を見かけた。ここでは数人
がかりでI[木を倒してから放火後、畑地状に
して陸稲の種チを棒で地中に抑し込んで発芽、

生脊、収穫を行う 。この上木を焼き払う方式

は、 3年もすると土壌が劣化するので放薗

（休閑地とする）するが、次の移動地でも同様

の方法をも って畑地作りをする。いわゆる

＂焼き畑＇と呼ばれるものである 。

lヽ1時の石湘価格はバーレルあたり 2US$ (1 

バーレルは約159リットル）以ドで推移し、国

内廂イ濯lが外貨獲得而に果たす貞献炭は大き

くなく、外貨準備高も極めて低かったように

晶憶する。全体の経済）Jも実質1(1jは華俯の手

中にあり、市場に出まわる物f:tも少ない状態

にあった。

これらの1i情があったため、物脊の輸入は
政府が＇t活に対する重要度により、グループ

品11に区分され、外貨に対する換符レートは

グループにより異なった。この制度はスハル

ト体制に移行し、外資導人による産業振輿策

の椎進、原・tillの値上りなどで外貨準備が増加

する過程で消滅するが、今IIでも外貨保有が
少ない中央アジア諸国の中には旅行者の携行

外貨を厳しく管理している同をみかける。

lヽ1時の様々な記憶のなかで今でも鮮明なの

は、物脊、外貨ともに乏しい国なのに、限ら

れた農民 （火田民）の食料叡I;.I}佐のためだけに、

数(i)jドルに匹敵する樹木が伐倒焼却されて

いる現人を見せられ＂勿体ない＂と感じたこ

とである。調介が進展するにつれ、憎者は従

米ま でその多くが焼却の対象でしかなかった

lヽ1地の森林がもつ価値観を改めて認識し、そ

の泊川を具体的な形で描くようになる。索材

の生）帝、輸出を通じて ‘II地区の経済振輿に寄

り・し、さ らに日 ・イ両国の経済発hとにも頁献

するといった展望である。

約 1カ）j聞にわたって行われた 11・イ双方

の調1tUによる現場調査は、林内で文字通り
斗込食を共にするキャンプ生括であった。この

ときには双）jの言葉で窓志疎辿を図れない障

害をまどろっ こしく思ったも のだが、後の共

同li業のおりに欠かせない侶頼憾の礎を築い
たのは、 緒^に流した汗が）Jになっていよう。

伐採対象となる立木は、当時の法令では胸

高直径55cm以上とされていたので、これに従

って調介を行い出材益を多が定した。伐採後の

植林義務は、伐採予定地域内に伐採対象樹種

の稚樹が、所定の本数以上確認されれば負わ

ないとの定めがあった。本事業が林業省の承

認を紺られたのは、 事業予定区が災件を満た

していたからだと記憶している。実際、道路

建設時の文I笥木を除けば、規定直径以ドの立

木の伐採は行わず、主林木伐倒の後も外観は

応森林の形状を保持していた。

(2)死線？を越えて協議の席に…

長期の現場調介は終了したが、これで →段

洛したと思うのは甘かった。惰者はまもなく

冷や汗をかく‘ji態に見舞われる。それは資料

を線めてジャカルタで開佃予定の 「II・イ合
同調介検討会議」に出席しようとバンジャル

マシンから双発の飛行機に莱りこんだときに

始まる。カリマンタン上空を離れたころから

布側のエンジン音が悪いと気にしていたとこ

ろ、まもなく停止し、機本体が布に傾きだし

たのだ。＇じきた心地がしなか ったが、何とか

飛行場に引き返し滸陸できたときには、ほっ

と胸を撫でドろしたものだ。その後、飛行機

は1週間述休となるが、このバンジャルマシ

ンでの待機中の日々が初めてインドネ シア語

に直接ふれる機会ともなった。 レポートを札｝

き終えると何もすることがなく、周辺の参考

文献にIIを辿したりしたが、それでも時間を
つぶせない。無卿の余り」卜むなく手にしたの

が‘り時の 1•. , i]から命ぜられて持参していたイ

ンドネシア語の教科書だったのである。

さて、 1週間が過ぎ再び乗り込んだ飛行機

は、またもや先の事故機であった。試連転時

の状況を 1itlいても、説明する必災はないとけ

んもほろろの対応が返ってくるだけで納紺で
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きるはずもなかったが、さりとて飛行機を降

りる弟気もないので、’'パイロットだって死に

たくないはずだ＂と思う気持ちを支えにシー

トに腰を下ろし冷静でいるよう心に言い聞か

せ続けた。それでも着陸まで不安な気持ちを

拭えなかったのは修行不足のせいだろうか。

日 ・イ合同の調査検討会は、筆者の到着を

・待ってジャカルタ郊外のプンチャックパスで

開かれ、調査資料が発表された。ここでの結

ロロ事業の推進方法と協定書の締結

当時、スカルノ大統領 （現メガワティ大統

領の父）の政権ドにあったインドネシアは外

資祁入が禁止され、合弁形式の事業運党は認

められていなかった。それだけに外貨の管理

は厳しく、入出国時の旅行者に対しても外貨

所有額の1|l告 ・確認が原則になっていた。

我々の事業も例外ではなかったので、事業

運営に必要な機材の輸出代金や技術者の派述

代用の支払い ・受取り方式を検討したが、先

方に査金がない現実を考駆すれば現金以外で

処理する対応策が必要であ ったことから、

日 ・イ両国政府と協議し、石油の開発に適用

されていた生産分与方式 (ProductionSharing 

System -PS方式）を採用することとなった。

この方式は、 三井物産が開発に必要な資・機

材と技術者をインドネシアに送り込む一方、

代金と 1い用の返済および利息の支払いは、
PHTが日本への索材の輸出時に木材販売代金

の一部をヒ記偵務の弁済 ・支払に充てるとい

った仕糾みである。PHTは事業が順調に進展

すれば、査機材代金や派造技術者の費用に直

接外貨を支出せずに済み、また、素材販売額

から諸即II分を差し引いた残額の外貨を直接
入手できるので、現実に見合うと筆者らは考

えた。

双方の役割分担は、 三井物産が現地で手配

できない資機材の調達と技術援助 （技術者の

論は、事業として有望であるとの懃識で一致

したが、査機材費用など未知の部分を詰めな

ければならないため、日本チームの帰国後に

事業採符性検討に必要な機材 ・伐用を入れた

試符をしたうえでPHTと具体的な推進策を決

めることとした。FSの結果は満足できるもの

であったので、直ちに契約内容の協議に入っ

た。(FS: feasibility study、事業の採符性の検

討）

定期間派述）をする。これに対しPHTは①

伐採権、作業に必要な資材および作業員を確

保する、 ②作業遂行にかかる許認可をインド

ネシア関係機関から取得する、 ③事業連営の

貢任をもつ。これらの内容は当初の会議で取

り決め、協定書にも規定したと記憶する。た

だ、実際而ではPHTが組織的な事業述営に未

経験であった関係もあり、籠者の滞在期間は

PHT本部への報告を除くと、現場でイニシア

テイヴをとるのは常に三井物産側で、 PHTの

行うべき取り決め事項の多くは実現されなか

った。

日・イ合同会議で資料の検討を重ねるごと

にインドネシア側の事業化への要望が強まっ

ていったのは、対象となる資源の活用で事業

化が図れれば、外貨の取得、技術の吸収、国

民の就労機会の拡大など、国益を生む事業当

事者であると政府が認め、 PHT自体の評価と

期待が大きくなりだしたからであろう。

もっとも、この事業の契約までの道中は予

想以上に長くなった。原因の多くは両国政府

の承認を以って有効としたためにその取得に

時間を要したからである。

すなわち、先ずは日本語で原稿を作り、 LI
本の関係官庁の諒解を得たものを英訳して

PHTに送付し、インドネシア政府の諒解を取

り付ける順序を踏んだ。
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商社マンが取り組んだ
ラウト島での森林開発

職員用仮宿舎兼事業本部。筆者はこのスタゲンの宿舎で21ヵ月間過こした。雨水を貯めるタン

クが見える。

フル装備で自重25トンのブルドーザー（コマツ0-80、8台）、道路建設と伐倒木の搬出が主な

役割だった。
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丘陵地に建設された職員の宿舎

ヽ

ノ

バンジャルバル営林局長のシレガー氏（前列、右から2人目）と筆者が現場を離れた後の現地関
係者。後列左から 2番目は日本派遣技術者チーフ西村氏（元三井物産林業専務）、同4番目はユ

ニットマネージャーのPHTスピヨノ所長。最盛期は日本人技術者が15人ほど常駐していた。
(69年頃撮影）
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1ヽ1時の 17本とインドネシアの距離は通信面

でも現在と比較にならぬほど辿かった。 もち

ろんまだE-mailはない。TLXもオペレーター

不在であればダメ 。電話は緊急連絡時でも日

本語の使用は認められておらず、話し声も大

気の状態に左右され、聞こえなくなったりし

た。こうした事態に意思疎通の難しさをしみ

じみ感じたのを覚えているが、対象となる

n・イの争点を思い浮かばないでいるのは、
おそらく実質的な事業活動に影押を与えるも

のがあまりなかったからだろう。

そうこうするなかで骨子をPS方式とする

中・ 南カリマンタン森林開発に関する 一般協

定曹が65年夏に調印の段階となり、正式に両

国政府から承認されたが、 65年の9• 30事件で

スカルノ大統領が失脚し、国内の社会秩｝柘が

一時況乱したので、事業着手準備作業が軌道

にのったのはスハルト政権に移行した66年以

降と記臆している。

調印した協定1いの内容は、 ー事業区、年間

8万町の原木を協力区域内で生産 ・輸出する

事業をPS方式で展開するものであった。その

細部については定期的会合で定め、 一事業区

の生産期間を10年とし、期間内にPHTの三井

物産に対する債務を完了することとしていた。

この事業は、両国政府から承認を得た後の

65年12月に1i業推進機関として三井物産が設
立した三井物産南方林業開発（樹が遂行するこ

ととなり、喰者も新会社に出向した。

口□□機材の調達・派遣要員の選定・機材到着までの生活

(1)苦心した所要機材および部品の調達

森林調査の本地区内集材には トラクターを

使い、述材には米国で採用されていたポール

トレーラ一方式を導入した。エンジンは基本

的に 「いすず」に統一 し、部品交換に融通性

をもたせた。修理工場では部品父換に即応で

きるよう組み立てられたassemblyといわれる

部品類を多く持ち込み機械修理の迅速化をは

かった。機種の選定は関係者とともに現揚機

材の稼動性の向上と遊休時間のミニマイズを

念頭において行っ た 。 部品の統•性と組み立

て部品を携行する手法で重機の稼動性に力を

人れたのは、正機メーカーの部品すべてを H

本にオーダーせざるを得ない‘L1時の'li』|・,'rがあ
ったからである。当初は部[1山の人手に要する

期間はおよそ 3ヵ月としで必要部品のリスト

ァップをしたが、現実にはそれでも 1iijに合わ

ぬものも出てきた。機械の修狸 l：揚、エネル

ギー （発直）、給水設備等の設計・見梢り而は、

コンサルタントに依頼したものをベースに派

造予定技術者の滋見を聞き調整した。

(2)土木関係技術者等が主体となる派遣要員

の選定

この事業は木材の運搬用路線の維持が生命

であるとの観、1知から、土木関係技術者および

関連機材の維持 ・補修技術の経験者をiこ体に

して林業技術者の人数を最小限に絞った。こ

れには見まわる対象林区には大きい樹木が多

いので、機械の稼動力に余裕があるとの判断

もはたらいた。

(3)機材輪入が承認されぬため遅れた日本人

技術者の出発

当初の計llliでは、 PHTから査 ・機材の発注

書を人手次第、ただちに技術者を派追する段

取りでいたが、 f定時期を過ぎても未着であ

るばかりか、先方からはインドネシア銀行の

承認が褐られないため輸人許可証が発行され

ないとの説明があっただけで H々が経過し、
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ただ待つ無策を決めこむわけにゆかなくなっ

た。局面打IJ}.jのために雌者がジャカルタの外

国為替管理｝，,j (BLLD : Biro Laru Lin tas 

Devisa、中央銀行であるインドネシア銀行の

外局として外国為替管理を所管）に出向いて

事情を質したところ、輸入当事者であるPHT

担当者の説明が不十分なので承認できないの

だという 。

事業の遂行に不可欠な機材輸入については、

日・イ合同委員会の席上で双方合意のもとで

リストを作成している。そのうえ特定の機材

についても説明害を添付しているので、特に

問題がないと思っていただけに自国官庁との

交渉もままならないPHTの力砒にはいささか

落胆した。

とはいえ、このままでは事業着手に支1節を

来たすので、翌日からはBLLDの輸入機材担当

部局に通って個別交渉を続け、輸入の必要性

と価格の妥当性、この事業がもたらすインド

ネシアの国益等を強調した。この交渉努力は

「その甲斐あって」と表現してもよい結果を引

き出す。BLLDに交渉を開始した 3週間後に初

年度の輸入承認書を入手し、改めてPHTから

機材の発注占を受取り帰国できたからである。

かくして機材の船栢み手配をするところま

で漕ぎつけたが、後に聞いたところでは、

BLLDが輸入承認をする過程で、当事者になる

PHTの事業此任者が説明するべきものを、日

本人が，I}類を部内で持ちまわるのはスジが通

らないと反発する者もいたという。このとき、

最初に会った部門の真任者が事梢を良く理解

してくれ、問題があった楊合には彼I]身に問

い合せるよう各部門の担当者に伝えて構わぬ

とまで言っ てくれた姿勢が陰に1隠れた大きな

)Jとして働いた。実際、彼の名を使い何とか

形をつけられた市態が2~ 3回あった。
この ‘l1時、もし最初からPHTの非）Jさを承

知していれば、 11・イ合同委員会にBLLDのス

タッフを同席させるとか、合同委員会のレポ

ートをBLLDに提出するとかして、 PHTが何等

かの形で事前にBLLDの内諾を褐ておくなど、

有効なアドバイスができたかも知れぬと何度

となく思い返したのを‘i芯えている。

(4)無味乾燥を地でゆく仮宿舎兼事業本部

第一陣は67年 7月ごろ、東京 ジャカル

タ／バンジャルマシンを空路、それから先26

時間を海路で目的地のラウト島へ向かった。

当初の予定よりだいぶ遅れた到着であった。

現地ではPHTの職員および日本人技術者用に

準備した仮宿舎が用意され、基地内部の宿舎

が完成するまで使うことになるが、それまで

は事務所兼事業本部の役割も果たすことにな

った。

この仮宿舎は洵岸沿いの何もないところに

建てられ、不便さも多かった。特に給水は天

水に依存していたので、好天が一週間も続け

ば水槽がたちまち空になってしまう状況にあ

った。一 日の汗を流すには、多少塩分を含ん

ではいたが 2kmほど奥に入ったところを流れ

る小川ま で行くのを常とした。ただ、これと

て帰る道すがら再び砂埃に見舞われるのでサ

ッパリするのもつかの問でしかなかったが。

事業がスタートした時の現場はこうした無

味乾燥な生活環淡であったため、箪者らのII艮

には夕牲時に水平線に沈んでゆく太陽の美 し

さも、翠日もまた降雨がない兆であるぐらい

にしか映らないc それくらい清水に飢えた状

況におかれていたのである。

ー日 ー日の仕事の終りには第者らもガソリ

ンの補給を欲した。夜の潤滑材よろしくその

日の苦労を癒してくれたガソリンは、仮宿舎

の北方10kmにあるコタバル市街から何とか調

達していた食料品のなかの庶糖を原料とする

ウイスキー？である。この食料品の調達につ

いては、 H本人が大址に食料を買いこむので

市場価格を値上がりさせると不満を訴える 一

部住民の声があるということで、時おり 苫察

から善処するよう要詰された。筆者にと って

は全く予想もしない苦情であったが、いわゆ

るインドネシア的話し合いの場を都度設けて、

混乱を未然に防ぐことができた。
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(5)胸を熱くした待望の第一船入港

機材が到滸するまでの昼間の作業は、作業

予定地区の搬出路線や貯木場の選定、作業計

画の作成、 基地および付属設備を設定する箇

所の決定、日本との交信 （当時は軍信のみ）、

機材の荷揚げ場所構築の打ち合わせ等であっ

た。

この時期までには日本側の技術者も 全員が

到祐しており、それぞれの担当業務を実行す

るべく活気に満ちた日々のなかで準備に余念

がなかった。

索材の生産事業は、木を伐って丸太を運搬

することと、 言菜では簡単な説町で片付きそ

うだが、それほど容易ではない。移動耕作跡

地および火入れがされずに残っている森林の

他には何もない所に住居を建て、給水 ・配俎

の設備をほどこしたうえ作業員を躾め食柑の

手配をしなければな らず、先ずは伐木業より

＂村造り ＂が業務の大半を占めたのが実際だっ

た。
8JJが過ぎ、待望の機材を柏載した第一船が

ラウト湘峡に人ってきた。その船尾にはため

くIIの）Lを久しぶりに眼にしたときは胸が熱

くなった。タグボートに次ぎポンツーン（機

材述搬用の平底の鉄製孵ー以後 「孵」という ）

が洵上に浮かび、その上にトラクターが卸さ

れている。揚陸地点の近くまではタグボート

が曳航し、群に取り付けた引き 寄せ用ロープ

を揚陸用に敷き詰めたマングローブ丸太の上

に寄せた後、人力で所定の揚所まで牽引、孵

と陸地を結ぶ歩み板を渡し、 その上を トラ ク

ターが自走で上陸する。 トラクター後部に取

りつけたウインチもタグボートとの連携に効

果的なはたらきをしたので、探機材の荷揚げ

は予想より早く終った。

荷揚げした機材はあらかじめ有刺鉄線を張

りめぐらしたフ ェンス内に躾結させて保税区

域とし、通関業務の効率を上げるため、パ ッ

キング ・リ ストと照合しやすい区分での保竹

をするように努めた。

賓機材が到杵した翌 1―1は事業の前途を記念

する意味から 』ド前に要訥し、準備しておいた

食材を東京より持ちこみ、 地元の政府高官を

招んで“すき焼きパーティ＂を開いた 。当初

の招待者30名に対し倍以上の出席者があった

ので、たちまち材料が底をついて慌てふため

＜揚面もあったが、何とか格好をつけて暮を

引くことができた。

通関面ではまだジャカルタからの胄類が到

着していなかったが、時間の浪骰を防ぐため

に税関長と交渉の末、税関の要望する書類を

提出して検査を受け、仮通関という形での了

承を取り付けた。これにより機械の出動態勢

は整った。
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人造りの現場から―民間支撲のもう一つのかたち―

当協会は、我が国の開発途上国への農業開発協力に寄与する目的で事業を行な っ

ている。そのうちの一つ、民間に対する支援活動は、様々なかたちで本誌に取り上

げてきた。このシリーズでは、研修事業のうち、民間支援に関わる部分を紹介する。

・・・・-・・・-・・・・・・・・・・・--・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・-・-・-・・・・・・・・・-・・・・-

］＿＿＿＿． ―-第］回項憎員を送る側から見た暉 ＿――] | 
沖縄県花井園芸農業協同組合 営農指導部長 園田茂行氏インタビュー

今回紹介するのは、「太陽の花」ブランドで知られる沖縄県花井園芸農業協同

組合 （花井園芸農協）。 全国でも珍しい花井に特化した専門農協は全国でも珍し

い。1976年に設立されたこの農協は、生産コストの低減と農家の後継者不足問

題に対処するため、早くから切り花と種苗生産の分業化の道を模索していた。

設立20周年にあたる1996年にJICAの民間投融資制度を活用して、インドネシア

でキク穂木の生産拠点作りに着手。現在、年間2, 300万本のキク穂木を沖縄に

供給するまでに至っている。

同農協は、JICA投融資制度の特徴の一つになっている研修員受入制度を使い、

インドネシアでの事業を開始して以来、毎年、研修員を日本に送っている。

JICAの要請を受け、この研修の実施を担当してきたのが、当協会である。今年

度の研修実施にあたり 、研修先 （沖縄県名護市）を訪問した際、花井園芸農協

の担当者である園田営農指導部長から研修員を送る側から見た研修について話

を聞いたので、以下に載録する。

今年（平成13年） 3名が来日しますと、計10名の研修員が来日したことに
なります。帰国した研修員の近況はいかがなものですか。．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

蚊初 （平成 9年）に来日した研修貝は、現在、日本人の農楊長補佐で、生産部門のまとめ役を

しています。もともと、地元に知り合いの多い有利点を活かし、資材等の入手の際には、彼が活

躍します。今年、結婚して落ち着きま したし、ゆ くゆくは農場の貢任者となる ことを期待してい

ます。

平成10年に来日 した 2名は、 一人が生産部門の主任としでよIII作り、 病害虫対策を担当し、 一人

が出荷部門の主任をしています。
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平成11年の 2名は、 一人が残念ながら家庭の事情で退職しましたが、 一人は、 生産部門 と出荷

部門の調整役をしています。パート従業員の管理も彼の担当です。

平成12年来日の 2名は、 一人が出荷部門で、送り状の作成や最終チェック を担当しています。

もう 一人は、生産部門に所属し、病害虫のチェ ックを担当 しています。

これらの人達は、日本での研修をステップにし、帰国後、いっそう積極的に仕事に取り組んで

います。

平成13年の今年は初めて 3名の米日となりました。一人は、日本人社長の下、総務を担当して

います。他の2人は、それぞれ、 畑作り 担当、病害虫防除 （薬物散布）の担当です。総務担当の

研修員は、現地職員の会議で司会を務める等、現地スタ ッフのまとめ役です。今回の研修で技術

而の知識を得ることは、彼自身のためだけでなく、プロジェクトにとっても大きなプラスになる

と思います。

先鮒研修員達の帰国後の仕事に取り組む姿勢を見習い、 3人とも活躍してくれることを今から

期待しています。

研修員の役割分担が明確に出来ているようですが？
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

経営方針として日本人農場長に権限が集中しないようにしています。各自を信頼し、買任を与

えていくと、仕事に対する取り組み方が変わります。時々現地に行くと、こちらが返答に困るよ

うな技術的に高度な質問が出るのも珍しくありませんが、こうした質問が出るのも日本での研修

成果の現れであり、帰国後も独学を続けている結果だと受け止めています。

日本のキク栽培技術を研修員に説明する園田部長
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日本へ研修員を送り一番期待しているものは？
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

日本の技術を学ぶことは勿論ですが、事業全体の流れを理解してもらうのが蔽大でないでしょ

うか。現地ではキク穂木の生産に特化していますが、日本に送られた穂木が沖縄県種苗センター

（種苗センター）で苗になり、農家の手でキクとして栽培され、花升園芸牒協を通して出荷される、

この一連の流れを彼らに理解してもらいたいのです。農家に良いキクを栽培してもらうには、現

地、種伍センター、花丼園芸農協、三者の連携が不可欠だからです。

成果のほどはいかがですか？
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

彼らが日本で学ぶのは、様々な技術だけでなく、日本側が何を欲しているかを理解できるよう

になることです。インドネシアから送る際には良い状態の穂木であっても、日本に浩いてから問

題が起きているケースが多々あります。それらを自分の目で確かめることができます。研修の

環として農家を訪問しますが、歯の品質に対する苦情を直接彼らにぶつける農家もいます。彼ら

は、それが農家のインドネシアからの穂木に対する期待の表れだと理解していますから、励みに

なっているようです。日本で起きている苗の問題を見られれば、それだけで帰国後の具体的な課

題になります。全体の流れを理解して初めて、個々の技術が生かされると考えています。

沖縄 （名護市）での研修風景
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日本での研修成果をより効果的にするためのこ意見がありますでしょうか？．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

沖縄の関係者との交流の機会は多い方が良いのでは。これが進めば、龍話でやり取りをする際

も、お互い相手の顔が見えるようになりますから、意思の疎通が計りやすくなります。

その前提になるのは、日本に対する良いイメージを抱き、帰国している要因も見落とせません。

そのなかで、 OADAによる良い通訳の手配は、伝達の重要度から見て、日本理解の大きな助け

となっています。通訳の方とは、帰国後もメールでやり取りをしていると聞いています。

また、現地では日本に研修に行くということが、多くの従業員の目標になっています。今年来

日した研修員の一人は、農場開設当時からのスタ ッフで、パートから始まり、少しずつ責任ある

地位に上ってきて、日本で研修を受ける資格者になりました。努力が栢み上げた成果で、成功者

として、回りの人の目標になっています。

研修成果があがっているというお話しは、研修実施を担当している者として、
これ以上の喜びはありません。今後の研修の実施に対し、こ要望があればお
聞かせください。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

研修員は、来日前に現地で事前研修を受け、研修の目的を確認し、簡単な日本語を勉強してき

ます。日本滞在中にも彼らの日本語は上達していますが、さらに堪能になれば、コミュニケーシ

ョンがとりやすくなります。その意味で、研修期間中に日本語を学ぶ機会が多いほど良い。現在、

名護市に日本語教室はありませんが、ボランテ ィアで始めようという動きもありますし、市の国

際交流課でも開設を考えているようですので、将来的には、そういった教室への参加も方法の

つになるのではないでしょうか。

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

事業の成功には、人材育成が欠かせない。ここで紹介したインドネシア・キク穂木生産事業は、

政府が民間の事業を支援する形の制度で、現地スタ ッフの人材育成に成功している例と言える。日

本での研修をステ ップに、事業の中核を担う研修員が増えることが農業協力を実のあるものにしよ

う。

（第二事業部）
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海外農林業開発協力促進事業
民間ベースの農林業投資を支援

仰海外農業開発協会は昭和50年4月、我が国の開発途上国などにおける農業の開発協力に寄与

することを目的として、農林水産省 ・外務省の認可により設立されました。

以来、当協会は、民間企業、政府および政府機関に協力し、情報の収集 ・分析、調査 ・研究、

事業計画の策定、研修員の受入れなどの事業を栢極的に進めております。

また、国際協力事業団をはじめとする政府機関の行なう民間支援事業（調査、融資、専門家派

逍、研修且受入れ）の農業部門については、会貝を中心とする民間企業と政府機関とのパイプ役

としての役割を果たしております。

海外農林業開発協力促進事業とは

多くの開発途上国では、農林業が重要な経済基盤の一つになっており、その分野の発展に協力

する我が国の役割は大きいといえます。そのさい、当協会では経済的自立に必要な民間部門の発

展を促すうえで、政府間ベースの開発援助に加え、我が国民間ベースによる典業聞発協力の推進

も欠かせないとの見地から、昭和62年度より農林水産省の補助事業として「海外農林業開発協力

促進事業」を実施しております。

1. 優良案件発掘・形成事業 （個別案件の形成）

農林業開発ニーズなどが認められる開発途」：国に事業計画、経営計画、栽培などの各分野の専門

家で構成される調査団を派辿して技術的 ・経済的視点から開発事業の実施可能性を検討し、民間

企業などによる殷林業開発協力事業の発掘 ・形成を促進します。

2. 地域別民間農林業協力重点分野検討基礎調査 （農業投資促進セミナーの開催）

牒林業投査の可能性が高いと見込まれる地域に調査団を派遣して、 当該地域の農林業事情、投脊

環榜、社会経済情勢を把握 ・検討し、検討結果に基づく農林業開発協力の重点分野をセミナーな

どを通じて民間企業に提示します。

3. 海外農林業投資円滑化調査 （企業参加型調査、地球規模問題対応型調査および惰報提供）

海外事業経験の少ない企業などが参加した調査団を開発途上国へ派逍し、農林業の開発ニーズ ・

生産環境などを把握します。民間セクターでの実施が望まれる地球規模問題にかかる事業への投

資を促進するため、現地調査を実施し、関連情報の収集 ・分析を行ないます。

相談窓口： （社）海外農業開発協会 農林水産省

第一事業部 国際協力課事業団班

TEL : 03-3478-3509 TEL : 03-3502-8111 （内線3333)
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四川省の「ダッタンソバ」
学名： Fagopyrumtataricum L ［タデ科 ：POLYGONACEAE] 

英語名： Tatarybuckwheat, Indian buckwheat 中国名 ：苦蕎麦

中央アジア、インド、中国から北東アジアで栽培される。我が国で食する‘ノバ

(Fagopyrum eculentum Moench)との比較では、不良環境下での適応性が
30 ° ------ ------

高く、やせ地でも生育し、収量も多い。自家受粉。種子は食されるが苦味がある。

ルチンを多く含み、中国では消化不良、下痢などの薬用に葉、茎が利用されている。

南部の涼山＃族自治州では、標高2,000~2,500mの高地で、年3作が可能。

パン、麺、酒などに加工するほか、花は重要な蜜源である。

数年前の訪問時には、食した苦蕎麦の蒸パンは美味であった。値康食品とし

ての需要増を期待して増産を図りたい意向であlたが（、：二兄；；；って井こ佐な`
105 ° 
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